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(百万円未満切捨て)

1. 2025年3月期第3四半期の連結業績（2024年4月1日～2024年12月31日)

(1) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期第3四半期 2,651,636 △1.7 184,120 △36.4 222,283 △49.1 167,145 △53.2

2024年3月期第3四半期 2,697,143 △4.2 289,611 500.0 436,964 ― 357,103 ―

(注) 包括利益 2025年3月期第3四半期 205,991百万円(△60.9％) 2024年3月期第3四半期 527,010百万円( 406.1％)

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2025年3月期第3四半期 221.12 221.11

2024年3月期第3四半期 472.28 472.27

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2025年3月期第3四半期 6,992,439 2,795,341 39.0

2024年3月期 7,108,617 2,695,071 36.4

(参考) 自己資本 2025年3月期第3四半期 2,728,033百万円 2024年3月期 2,585,452百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年3月期 ― 25.00 ― 30.00 55.00

2025年3月期 ― 30.00 ―

2025年3月期(予想) 30.00 60.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2025年3月期の連結業績予想（2024年4月1日～2025年3月31日）
(％表示は、 対前期増減率)

売上高 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,600,000 △0.3 275,000 △46.0 210,000 △47.9 278.06

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ― 社（社名） 、 除外 3社（社名） (株)トーエネック、(株)トーエネックサービス、
旭シンクロテック(株)

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数(普通株式)
① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2025年3月期3Q 758,000,000株 2024年3月期 758,000,000株

② 期末自己株式数 2025年3月期3Q 2,771,620株 2024年3月期 1,890,947株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2025年3月期3Q 755,905,878株 2024年3月期3Q 756,129,548株
(注)当社及び当社の子会社である中部電力ミライズ株式会社は、 業績連動型株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」を導入しており、 期末自己株式

数には、 「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する当社株式(2025年3月期3Q 1,248,100株、 2024年3月期 386,800株)が含まれておりま
す。また、 当該信託口が保有する当社株式を、 期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。(2025年3月期3Q 578,200
株、 2024年3月期3Q 386,800株)

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有(任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、 その他特記事項
１．業績予想に関する事項につきましては、 決算補足説明資料「2024年度第3四半期 決算説明資料」のスライド番号10、 11「2024年度 業績見通しの

概要」をご覧ください。
２．上記の予想は、 本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮

定を前提としております。
実際の業績は、 今後様々な要因によって大きく異なる結果となる場合があります。

３．決算補足説明資料「2024年度第3四半期 決算説明資料」はTDnetで2025年2月3日に開示しております。
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１．経営成績等の概況

経営成績等の状況に関する事項につきましては，決算補足説明資料「2024年度第３四半期 決算説明資料」をご覧くだ

さい。

決算補足説明資料「2024年度第３四半期 決算説明資料」はTDnetで2025年２月３日に開示しております。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

固定資産 5,818,743 5,849,721

電気事業固定資産 2,386,877 2,344,154

水力発電設備 283,271 278,828

原子力発電設備 130,024 84,617

送電設備 558,015 553,470

変電設備 435,289 427,464

配電設備 801,676 824,170

業務設備 155,508 152,330

その他の電気事業固定資産 23,091 23,269

その他の固定資産 487,425 371,575

固定資産仮勘定 464,394 493,877

建設仮勘定及び除却仮勘定 391,285 420,768

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 73,109 73,109

核燃料 198,743 197,538

装荷核燃料 40,040 40,040

加工中等核燃料 158,702 157,498

投資その他の資産 2,281,302 2,442,575

長期投資 308,758 278,815

関係会社長期投資 1,785,977 1,987,706

退職給付に係る資産 7,651 7,215

繰延税金資産 153,725 136,071

その他 30,595 34,752

貸倒引当金（貸方） △5,406 △1,985

流動資産 1,289,873 1,142,718

現金及び預金 390,806 280,984

受取手形、売掛金及び契約資産 353,997 311,315

棚卸資産 270,501 306,587

その他 275,792 245,038

貸倒引当金（貸方） △1,223 △1,208

合計 7,108,617 6,992,439
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 3,115,679 3,021,841

社債 728,039 690,032

長期借入金 1,750,583 1,812,332

未払廃炉拠出金 － 232,745

原子力発電所運転終了関連損失引当金 4,276 4,276

退職給付に係る負債 125,769 109,240

その他 507,010 173,213

流動負債 1,296,356 1,172,952

1年以内に期限到来の固定負債 282,510 308,222

短期借入金 319,534 266,971

支払手形及び買掛金 271,297 230,670

未払税金 90,587 53,493

その他 332,427 313,594

特別法上の引当金 1,509 2,304

渇水準備引当金 1,509 2,304

負債合計 4,413,545 4,197,098

株主資本 2,256,939 2,365,634

資本金 430,777 430,777

資本剰余金 70,522 64,467

利益剰余金 1,758,430 1,874,677

自己株式 △2,790 △4,287

その他の包括利益累計額 328,512 362,399

その他有価証券評価差額金 21,330 15,633

繰延ヘッジ損益 80,509 94,162

為替換算調整勘定 228,657 252,668

退職給付に係る調整累計額 △1,984 △64

新株予約権 0 0

非支配株主持分 109,618 67,307

純資産合計 2,695,071 2,795,341

合計 7,108,617 6,992,439
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

営業収益 2,697,143 2,651,636

電気事業営業収益 2,225,150 2,248,470

その他事業営業収益 471,992 403,165

営業費用 2,407,532 2,467,516

電気事業営業費用 1,972,077 2,093,692

その他事業営業費用 435,455 373,824

営業利益 289,611 184,120

営業外収益 171,692 65,095

受取配当金 1,140 849

受取利息 153 374

持分法による投資利益 163,822 52,198

その他 6,576 11,672

営業外費用 24,338 26,931

支払利息 15,936 17,692

その他 8,402 9,239

四半期経常収益合計 2,868,835 2,716,731

四半期経常費用合計 2,431,870 2,494,448

経常利益 436,964 222,283

渇水準備金引当又は取崩し △742 795

渇水準備金引当 － 795

渇水準備引当金取崩し（貸方） △742 －

特別利益 6,481 －

有価証券売却益 6,481 －

特別損失 26 －

独占禁止法関連損失引当金繰入額 ※1 26 －

税金等調整前四半期純利益 444,161 221,488

法人税等 80,908 49,562

四半期純利益 363,253 171,926

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,150 4,780

親会社株主に帰属する四半期純利益 357,103 167,145
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 363,253 171,926

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,072 △2,500

繰延ヘッジ損益 3,012 △366

為替換算調整勘定 2,287 23

退職給付に係る調整額 2,760 3,305

持分法適用会社に対する持分相当額 156,769 33,602

その他の包括利益合計 163,756 34,065

四半期包括利益 527,010 205,991

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 519,848 201,615

非支配株主に係る四半期包括利益 7,162 4,375
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項なし

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項なし

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

税金費用の計算

税金費用については，当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り，税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

ただし，当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には，法定実効税率

を使用する方法による。

(追加情報)

2024年４月１日に「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法

律」 (2023年６月７日 法律第44号。以下，「改正法」という。)及び「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確

立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令」 (2024年３月29日

経済産業省令第21号。以下，「改正省令」という。)が施行されたことにより，「原子力発電施設解体引当金に関す

る省令」 (1989年５月25日 通商産業省令第30号。以下，「解体省令」という。)が廃止され，電気事業会計規則が改

正された。

従来，実用発電用原子炉に係る廃炉の実施に必要な費用は資産除去債務に計上し，特定原子力発電施設の廃止措置

に係る資産除去債務相当資産については，解体省令の定めに従い，原子力発電施設解体費の総見積額を運転期間にわ

たり，定額法により費用計上していたが，改正省令の施行日以降は，改正法第３条の規定による改正後の「原子力発

電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推進に関する法律」第11条第２項に規定する廃炉拠出金を，電気

事業営業費用として計上している。

原子力事業者は，従来，その各々が保有する実用発電用原子炉に係る廃炉の実施に要する資金を確保する責任を負

っていたが，改正法に基づき，毎年度，使用済燃料再処理・廃炉推進機構(以下，「機構」という。)に対して廃炉拠

出金を納付することで費用負担の責任を果たすこととなり，機構は廃炉の実施に要する資金の確保・管理・支弁を行

う経済的な責任を負うこととなった。

これにより，2024年度第１四半期において，資産除去債務相当資産44,058百万円及び資産除去債務44,058百万円を

取崩している。改正法附則第10条第１項の規定により，廃炉推進業務に必要な費用に充てるため，機構に支払わなけ

ればならない金銭の総額240,770百万円は，改正省令附則第７条の規定により，未払廃炉拠出金に計上し，その額を

費用として計上しているが，同規定により，資産除去債務を取り崩した額を当該費用から控除している。また，未払

廃炉拠出金のうち8,025百万円を１年以内に期限到来の固定負債に振り替えている。なお，これによる損益への影響

はない。
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(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

(1) 社債及び借入金に対する保証債務

前連結会計年度
当第３四半期
連結会計期間

(2024年３月31日) (2024年12月31日)

日本原燃株式会社 88,845百万円 84,335百万円

日本原子力発電株式会社 38,095百万円 38,095百万円

従業員(住宅財形借入ほか) 22,818百万円 19,823百万円

MCリテールエナジー株式会社 2,172百万円 2,172百万円

Diamond Transmission Partners Hornsea One Limited 2,244百万円 2,142百万円

株式会社エネワンでんき 3,060百万円 2,040百万円

Daigas大分みらいソーラー株式会社 925百万円 858百万円

送配電システムズ合同会社 638百万円 595百万円

Diamond Transmission Partners Walney Extension Limited 442百万円 460百万円

楽天信託株式会社 490百万円 350百万円

たはらソーラー合同会社 262百万円 262百万円

秋田洋上風力発電株式会社 187百万円 157百万円

鈴川エネルギーセンター株式会社 318百万円 ―

その他 29百万円 29百万円

(2) その他契約の履行に対する保証債務

前連結会計年度
当第３四半期
連結会計期間

(2024年３月31日) (2024年12月31日)

Ecowende C.V. ― 45,512百万円

三菱商事株式会社 39,284百万円 19,609百万円

秋田能代・三種・男鹿オフショアウィンド合同会社 2,016百万円 1,792百万円

千葉銚子オフショアウィンド合同会社 1,820百万円 1,635百万円

愛知蒲郡バイオマス発電合同会社 733百万円 767百万円

合同会社御前崎港バイオマスエナジー 680百万円 711百万円

豊富Wind Energy合同会社 680百万円 680百万円

M&C鳥取水力発電株式会社 94百万円 374百万円

丸紅株式会社 374百万円 298百万円

MCリテールエナジー株式会社 307百万円 215百万円

Diamond Transmission Partners Hornsea One Limited 180百万円 136百万円

米子バイオマス発電合同会社 1,948百万円 ―

Phoenix Operation and Maintenance Company LLC (注) 680百万円 ―

秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社 370百万円 ―

その他 173百万円 164百万円

(注) 上記(2)の保証債務残高のうち前連結会計年度680百万円については，㈱JERAとの間で，当社に保証債務履行に

よる損失が生じた場合，同社が当該損失を補填する契約を締結していた。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 独占禁止法関連損失引当金繰入額

前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

当社及び当社の子会社である中部電力ミライズ㈱は，2021年10月５日に，中部地区における特別高圧電力，高

圧電力及び大口需要家向け都市ガス等に係る供給に関して，独占禁止法違反(不当な取引制限)の疑いがあるとし

て，公正取引委員会の立入検査を受け，以降，同委員会の調査に対し，全面的に協力してきた。

2023年12月20日，中部地区における大口需要家向け都市ガスに係る供給に関して，当社は，同委員会から独占

禁止法に基づく課徴金納付命令書(案)に関する意見聴取通知書を，中部電力ミライズ㈱は，同委員会から独占禁

止法に基づく排除措置命令書(案)及び課徴金納付命令書(案)に関する意見聴取通知書をそれぞれ受領した。

課徴金納付命令書(案)を受領したことを受け，前第３四半期連結累計期間において，独占禁止法関連損失引当

金繰入額として26百万円を特別損失に計上している。

２ 売上高又は営業費用に著しい季節的変動がある場合

前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

当社グループの売上高に関しては，夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため，また，営業費

用に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に季節的変動がある。

当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

当社グループの売上高に関しては，夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため，また，営業費

用に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に季節的変動がある。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお，第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は，次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 127,820百万円 127,551百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注２）

合計
調整額
（注３）

四半期連結損益

計算書計上額

（注４）ミライズ
パワー

グリッド

ＪＥＲＡ

（注１）
計

売上高

外部顧客への売上高 2,135,760 259,202 ― 2,394,963 302,180 2,697,143 ― 2,697,143

セグメント間の内部

売上高又は振替高
30,782 406,291 ― 437,074 350,712 787,786 △787,786 ―

計 2,166,543 665,493 ― 2,832,037 652,893 3,484,930 △787,786 2,697,143

セグメント利益

(経常利益)
167,352 73,731 153,695 394,778 52,289 447,067 △10,103 436,964

(注) １ 「ＪＥＲＡ」の売上高は，㈱JERAが持分法適用関連会社のため，計上されない。

２ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり，当社の再生可能エネルギー

カンパニー，事業創造部門，グローバル事業部門，原子力部門，管理間接部門，その他の関係会社等を含

んでいる。

３ セグメント利益の調整額△10,103百万円は，セグメント間取引消去である。

４ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注２）

合計
調整額
（注３）

四半期連結損益

計算書計上額

（注４）ミライズ
パワー

グリッド

ＪＥＲＡ

（注１）
計

売上高

外部顧客への売上高 2,104,852 289,209 ― 2,394,062 257,574 2,651,636 ― 2,651,636

セグメント間の内部

売上高又は振替高
37,766 394,977 ― 432,743 295,845 728,589 △728,589 ―

計 2,142,619 684,187 ― 2,826,806 553,419 3,380,225 △728,589 2,651,636

セグメント利益

(経常利益)
114,087 20,826 60,113 195,027 62,662 257,690 △35,406 222,283

(注) １ 「ＪＥＲＡ」の売上高は，㈱JERAが持分法適用関連会社のため，計上されない。

２ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり，当社の再生可能エネルギー

カンパニー，事業創造部門，グローバル事業部門，原子力部門，管理間接部門，その他の関係会社等を含

んでいる。

３ セグメント利益の調整額△35,406百万円は，セグメント間取引消去である。

４ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月12日

中部電力株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩 田 国 良

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 村 井 達 久

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 田 真 也

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている中部電力株式会社の2024年４月１日から2025年３月

31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期連結累

計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び株式会社

名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財

務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び株

式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適

用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(第３四半期決算短信提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


